
◎中小事業主が行う事業に従事する者等の労働災害等に係る共済

事業に関する法律 
（令和三年六月一八日法律第八〇号）（衆）   

一、 提案理由（令和三年六月八日・衆議院本会議） 

○とかしきなおみ君 ただいま議題となりました両案について、提案の趣旨及び内容を

御説明申し上げます。 

 まず、中小事業主が行う事業に従事する者等の労働災害等に係る共済事業に関する法

律案について申し上げます。 

 本案は、中小事業主が行う事業に従事する者等の労働災害等の防止を図るとともにこ

れらの者の労働災害等その他の災害について共済団体による共済制度を確立しようとす

るもので、その主な内容は、 

 第一に、労働災害等防止事業を行う一般社団法人又は一般財団法人は、行政庁の認可

を受けて、共済事業を行うことができること、 

 第二に、認可を受けた一般社団法人又は一般財団法人が行うことができる共済事業は、

中小事業主が行う事業に従事する者等の労働災害等のほか、これらの者の労働災害等以

外の災害を対象とすること 

等であります。 

 本案は、去る六月四日の厚生労働委員会において、全会一致をもって委員会提出法律

案とすることに決したものであります。 

 なお、本委員会において、中小事業主等の労働災害等に関する共済制度の確立等に関

する決議が行われたことを申し添えます。 

……………（略）…………… 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御可決いただきますようお願い申し上げます。 

○決議（令和三年六月四日） 

 政府は、中小事業主等の労働災害等の防止を図るとともに中小事業主等の労働災害等

について共済団体による共済制度を確立するに当たり、次の事項について適切な措置を

講ずるべきである。 

一 共済事業への参入等の規制その他の共済制度の確立に当たっては、かつて利用者保

護の強化を旨として保険業法が改正された経緯を踏まえ、悪質な業者や低水準な業者

の参入を防ぎ、また、適切な審査、検査及び監督を行うこと。その際、審査等を行う

行政庁が関係する行政庁と適切に連携するようにすること。 

二 共済制度に関する政省令を定めるに当たっては、保険業法における契約者保護を図

るための規制を参考とし、適切に共済契約者保護が図られるようにすること。特に、

銀行等の共済募集に関しては、共済の趣旨を踏まえた弊害を防止するための措置につ

いて、適切に規定すること。その際、政省令の制定等に当たる行政庁が関係する行政

庁と適切に連携するようにすること。 



三 中小事業主の範囲については、共済の趣旨を踏まえ、いたずらに拡大することのな

いようにすること。 

四 「労働災害等以外の災害に係る共済事業」の範囲については、適切に周知を行うこ

と。 

五 平成十七年の保険業法改正の際に付された検討の期限を経過しているにもかかわら

ず、共済事業の移行等に関する経過措置が繰り返し延長されてきた経緯があることか

ら、社会経済状況や利用者ニーズの変化等を踏まえつつ、少額短期保険業者の保険金

限度額や事業規模の見直しを含め保険業法の改正について引き続き検討を行うこと。 

 右決議する。 

二、 参議院厚生労働委員長報告（令和三年六月一一日） 

○小川克巳君 ただいま議題となりました三法律案につきまして、厚生労働委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、中小事業主が行う事業に従事する者等の労働災害等に係る共済事業に関する法

律案は、中小事業主が行う事業に従事する者等の労働災害等の防止を図るとともに、こ

れらの者の労働災害等その他の災害について共済団体による共済制度を確立しようとす

るものであります。 

 委員会におきましては、提出者である衆議院厚生労働委員長とかしきなおみ君より趣

旨説明を聴取した後、労働災害に係る共済事業のみを立法化する理由、労災の適用対象

を広げる必要性等について質疑を行いましたが、その詳細は会議録によって御承知願い

ます。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和三年六月一〇日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一、共済事業への参入等の規制その他の共済制度の確立に当たっては、かつて利用者保

護の強化を旨として保険業法が改正された経緯を踏まえ、悪質な業者や低水準な業者

の参入を防ぎ、また、適切な審査、検査及び監督を行うこと。その際、審査等を行う

行政庁が関係する行政庁と適切に連携するようにすること。 

二、共済制度に関する政省令を定めるに当たっては、保険業法における契約者保護を図

るための規制を参考とし、適切に共済契約者保護が図られるようにすること。特に、

銀行等の共済募集に関しては、共済の趣旨を踏まえた弊害を防止するための措置につ

いて、適切に規定すること。その際、政省令の制定等に当たる行政庁が関係する行政



庁と適切に連携するようにすること。 

三、中小事業主の範囲については、共済の趣旨を踏まえ、いたずらに拡大することのな

いようにすること。 

四、「労働災害等以外の災害に係る共済事業」の範囲については、適切に周知を行うこ

と。 

五、平成十七年の保険業法改正の際に付された検討の期限を経過しているにもかかわら

ず、共済事業の移行等に関する経過措置が繰り返し延長されてきた経緯があることか

ら、社会経済状況や利用者ニーズの変化等を踏まえつつ、少額短期保険業者の保険金

限度額や事業規模の見直しを含め保険業法の改正について引き続き検討を行うこと。 

六、労働災害等に係る共済事業以外の認可特定保険業者について、事業の公益性や契約

者保護の観点から安定した共済事業を運営できるよう、制度の在り方について検討す

ること。 

 右決議する。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


